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1.  平成23年5月期第1四半期の連結業績（平成22年6月1日～平成22年8月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年5月期第1四半期 1,632 36.1 165 ― 202 ― 109 ―

22年5月期第1四半期 1,199 △26.7 △86 ― △62 ― △43 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年5月期第1四半期 14.73 ―

22年5月期第1四半期 △5.79 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年5月期第1四半期 12,748 10,695 83.6 1,431.64
22年5月期 12,820 10,748 83.6 1,438.56

（参考） 自己資本   23年5月期第1四半期  10,662百万円 22年5月期  10,713百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年5月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00

23年5月期 ―

23年5月期 
（予想）

15.00 ― 15.00 30.00

3.  平成23年5月期の連結業績予想（平成22年6月1日～平成23年5月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

3,080 18.4 130 ― 185 ― 95 ― 12.75

通期 6,600 9.2 365 82.3 500 33.8 270 55.6 36.25



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。又、この四半期決算短信の開示時点において、四半期財務
諸表に対する四半期レビュー手続を実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想の御利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」を御覧ください。 

4.  その他 （詳細は、(添付資料)３ページ「２．その他の情報」をご覧ください）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年5月期1Q  7,811,728株 22年5月期  7,811,728株

② 期末自己株式数 23年5月期1Q  364,328株 22年5月期  364,328株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年5月期1Q  7,447,400株 22年5月期1Q  7,447,400株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間における世界経済は、欧州諸国での信用不安が懸念されたものの、各国政府の景気刺

激策の効果や中国・インドを中心とする新興国の内需拡大を背景に、全体としては緩やかな回復基調で推移しまし

た。又、日本経済も、雇用情勢に厳しさは残るものの、アジア向けを中心に輸出・生産の増加に支えられて着実に

回復してきておりますが、景気対策効果の剥落懸念と為替の急激な変動や株安により、景気の先行きは不透明な状

況となっております。 

 当社グループが主力とする民間、官公庁向け研究開発分野は堅調に推移すると共に、関連する産業分野、特に半

導体・ＦＰＤ関連市場において増産に向けた設備投資が活発化し、レーザ用要素部品に関する需要は旺盛になって

おります。 

 その結果、売上高16億３千２百万円（前年同期比36.1％増）、営業利益１億６千５百万円（前年同期は営業損失

８千６百万円）、経常利益２億２百万円（前年同期は経常損失６千２百万円）、四半期純利益は１億９百万円（前

年同期は四半期純損失４千３百万円）となりました。 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  ① 要素部品事業  

  当事業におきましては、関連する産業分野の新規設備投資は一部の企業を除き依然慎重な姿勢が続いておりま

す。しかし昨年10月以降、中国、韓国、台湾などアジア諸国の半導体業界及びＦＰＤ業界の設備投資は継続して

おり、関連する国内企業の製造装置や検査装置等の需要が増加し、受注状況は緩やかな回復を続けております。

このような環境の中、手動位置決め製品は海外メーカーの参入もありコスト競争が一段と厳しくなっております

が、バイオ業界向けの自動位置決め装置は堅調に推移しております。又、半導体業界向け及びＦＰＤ・太陽電池

業界向けにレーザ加工機組込み用として光学素子製品及び手動位置決め製品が、通信業界向けに光学素子製品が

堅調に推移しております。その結果、売上高は14億７千万円（前年同期比32.8％増）となり、営業利益は３億７

百万円（前年同期比371.3％増）となりました。 

  ② システム製品事業  

 当事業におきましては、生産コストの低減に向けた動きはあるものの、新規設備投資・研究開発投資について

は依然慎重な動きが継続しており、ＦＰＤ・太陽電池業界向けレーザ加工機用ユニット製品の引合は増加したも

のの受注状況は弱含みが続いております。なお、バイオ関連製品、研究開発用ユニット製品は堅調に回復してお

りますが、半導体業界向けＯＥＭ製品、ＦＰＤ業界向けの検査装置組込み用ユニット製品、レーザプロセシング

システムにおきましては本格的な受注回復には至らず、セグメント間の売上高を含む売上高は１億６千２百万円

（前年同期比75.9％増）となりました。又、組織再編に伴う費用などの増加を、売上増で吸収しきれず営業損失

は５千万円（前年同期は営業損失４千９百万円）となりました。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

  ① 資産、負債及び純資産の状況 

  当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末に比べ以下のとおりとなりました。 

（資産） 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて0.7％減少し、60億５千５百万円となりました。これは、現金及び預金

が７千７百万円、受取手形及び売掛金が１億２百万円それぞれ減少し、たな卸資産が１億１千７百万円増加したこ

となどによるものです。 

  固定資産は、前連結会計年度末に比べて0.4％減少し、66億９千２百万円となりました。これは、機械装置及び

運搬具が２千９百万円、投資不動産が１千１百万円それぞれ減少し、無形固定資産が２千１百万円増加したことな

どによるものです。  

  その結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて0.6％減少し、127億４千８百万円となりました。 

（負債） 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて0.6％増加し、14億３千７百万円となりました。これは、賞与引当金が

６千万円、未払法人税等が１千４百万円、支払手形及び買掛金が１千２百万円それぞれ増加し、短期借入金が２千

７百万円減少したことなどによるものです。 

  固定負債は、前連結会計年度末に比べて4.3％減少し、６億１千５百万円となりました。これは、長期借入金が

３千１百万円減少したことなどによるものです。 

  その結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて0.9％減少し、20億５千２百万円となりました。 

（純資産） 

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べて0.5％減少し、106億９千５百万円となりました。 

  自己資本比率は、83.6％となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



  ② キャッシュ・フローの状況 

  当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の四半期末残高は19億１千万円

となり、前連結会計年度末に比べ８千９百万円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な

要因は、次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は１億８千２百万円となりました。 

 これはたな卸資産の増加１億２千８百万円による減少があったものの、税金等調整前四半期純利益１億９千万

円、売上債権の減少９千７百万円、減価償却費９千１百万円などで増加したことによるものです。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は８千２百万円となりました。 

 これは有形・無形固定資産の取得による支出８千２百万円によるものです。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は１億７千１百万円となりました。 

 これは長期借入金の返済による支出５千９百万円、配当金の支払１億１千１百万円などで減少したことによる

ものです。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

   平成22年７月９日に公表いたしました業績予想から修正は行っておりません。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 たな卸資産の評価方法  

  当第１四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出に関して、実地たな卸を省略し前連結会計年度末に係

る実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

 固定資産の減価償却の方法 

 定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 資産除去債務に関する会計基準の適用 

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益がそれぞれ179千円、税金等調整前四半期純利益が12,297千円減少して

おります。又、当会計基準等の適用開始により、投資その他の資産の「その他」が12,297千円減少していま

す。 

表示方法の変更 

 （四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。 

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。 

  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,220,032 2,297,525

受取手形及び売掛金 1,846,568 1,948,600

有価証券 297,907 310,323

商品及び製品 666,063 648,685

仕掛品 153,574 81,638

原材料及び貯蔵品 659,266 630,746

繰延税金資産 147,850 115,433

その他 66,590 69,573

貸倒引当金 △2,033 △2,339

流動資産合計 6,055,821 6,100,188

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,232,974 1,225,153

機械装置及び運搬具（純額） 633,832 663,227

土地 1,467,630 1,467,630

その他（純額） 102,244 105,129

有形固定資産合計 3,436,681 3,461,141

無形固定資産   

その他 111,027 89,697

無形固定資産合計 111,027 89,697

投資その他の資産   

投資有価証券 268,592 265,577

繰延税金資産 140,823 141,589

投資不動産（純額） 2,333,201 2,344,708

その他 427,670 443,237

貸倒引当金 △25,624 △25,474

投資その他の資産合計 3,144,662 3,169,638

固定資産合計 6,692,372 6,720,477

資産合計 12,748,193 12,820,665



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 831,897 819,031

短期借入金 151,138 179,128

未払法人税等 115,322 101,267

役員賞与引当金 － 6,500

賞与引当金 60,258 －

受注損失引当金 13,014 －

その他 265,968 323,033

流動負債合計 1,437,600 1,428,960

固定負債   

長期借入金 66,000 97,748

退職給付引当金 340,565 337,625

役員退職慰労引当金 122,623 121,203

その他 86,069 86,477

固定負債合計 615,257 643,054

負債合計 2,052,857 2,072,015

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,623,347 2,623,347

資本剰余金 3,092,112 3,092,112

利益剰余金 5,375,298 5,377,275

自己株式 △266,145 △266,145

株主資本合計 10,824,612 10,826,590

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 42,005 43,215

為替換算調整勘定 △204,549 △156,203

評価・換算差額等合計 △162,544 △112,988

少数株主持分 33,267 35,048

純資産合計 10,695,335 10,748,650

負債純資産合計 12,748,193 12,820,665



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年８月31日) 

売上高 1,199,436 1,632,591

売上原価 788,639 963,977

売上総利益 410,797 668,614

販売費及び一般管理費 496,823 502,748

営業利益又は営業損失（△） △86,026 165,865

営業外収益   

受取利息 1,449 1,991

受取配当金 102 8

不動産賃貸料 49,169 47,298

その他 4,644 11,971

営業外収益合計 55,364 61,270

営業外費用   

支払利息 2,082 991

不動産賃貸費用 22,397 21,757

その他 7,355 1,558

営業外費用合計 31,836 24,307

経常利益又は経常損失（△） △62,497 202,829

特別利益   

貸倒引当金戻入額 950 227

特別利益合計 950 227

特別損失   

固定資産除却損 － 602

貸倒引当金繰入額 － 150

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12,118

特別損失合計 － 12,870

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△61,547 190,185

法人税、住民税及び事業税 4,543 112,684

法人税等調整額 △22,582 △32,089

法人税等合計 △18,038 80,594

少数株主損益調整前四半期純利益 － 109,590

少数株主損失（△） △365 △142

四半期純利益又は四半期純損失（△） △43,144 109,733



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△61,547 190,185

減価償却費 102,656 91,259

貸倒引当金の増減額（△は減少） △868 △70

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4,000 △6,500

賞与引当金の増減額（△は減少） 50,160 60,258

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,905 2,939

受取利息及び受取配当金 △1,551 △2,000

支払利息 2,082 991

売上債権の増減額（△は増加） 285,970 97,036

たな卸資産の増減額（△は増加） 115,295 △128,307

仕入債務の増減額（△は減少） △28,873 13,737

未払消費税等の増減額（△は減少） 10,560 △13,166

その他 △72,758 △38,287

小計 399,031 268,075

利息及び配当金の受取額 2,042 3,178

利息の支払額 △2,373 △883

法人税等の支払額 △3,415 △87,726

営業活動によるキャッシュ・フロー 395,285 182,644

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △24,804 △24,854

定期預金の払戻による収入 24,725 24,804

有価証券の取得による支出 △499,792 △1,199,683

有価証券の償還による収入 499,792 1,199,683

有形固定資産の取得による支出 △80,079 △63,339

無形固定資産の取得による支出 △12,639 △18,912

その他 120 40

投資活動によるキャッシュ・フロー △92,676 △82,261

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 300,000 －

短期借入金の返済による支出 △300,000 －

長期借入金の返済による支出 △78,873 △59,134

配当金の支払額 △111,711 △111,711

その他 △363 △363

財務活動によるキャッシュ・フロー △190,948 △171,209

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,948 △19,132

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 101,712 △89,958

現金及び現金同等物の期首残高 1,287,113 2,000,781

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,388,826 1,910,823



 該当事項はありません。  

  

  

 [事業の種類別セグメント情報] 

   （注）１．事業区分の方法 

   事業は製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

  ２．各区分に属する主要な製品 

  ３．会計処理の方法の変更 

    前第１四半期連結累計期間 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期

連結会計期間よりシステム製品事業等の受注生産に係る収益の計上基準については、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当

第１四半期連結会計期間に着手した契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる契約については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の契約については工事完成基準を適用しております。 

 これによる売上高及び営業利益（又は営業損失）への影響はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

要素部品事業 
（千円） 

システム製品
事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高  1,107,132  92,303  1,199,436  －  1,199,436

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  1,107,132  92,303  1,199,436  －  1,199,436

営業利益（又は営業損失）  65,334  (49,295)  16,039  (102,065)  (86,026)

事業区分 製品区分 主要製品 

要素部品事業 

光学基本機器製品 ステージ、ホルダー、ベース他 

自動応用製品 

自動位置・姿勢決めユニット・システム、光計

測・制御ユニット・システム、計測・制御ソフ

トウェア他 

光学素子・薄膜製品 

マルチエレメントオプティクス、ミラー、ビー

ムスプリッタ、フィルター、レンズ、プリズ

ム、ポラライザ、基板、ウィンドウ他 

システム製品事業 光学システム製品 

レーザプロセシングシステム、各種ＦＰＤ評

価・検査ユニット・システム、マイクロマニピ

ュレーター、レーザマイクロカッター、レーザ

マーカ、各種特注システム製品他 



[所在地別セグメント情報] 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

      北米・・・米国 

３．会計処理の方法の変更 

      前第１四半期連結累計期間 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間よりシステム製品事業等の受注生産に係る収益の計上基準については、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計

期間に着手した契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる

契約については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契約については工事完成

基準を適用しております。 

 これによる売上高及び営業利益（又は営業損失）への影響はありません。 

[海外売上] 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

北米・・・米国、カナダ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

日本(千円) 北米(千円) 
その他の地
域(千円) 

計(千円) 
消去又は全
社(千円) 

連結(千円) 

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  1,064,647  130,364  4,424  1,199,436  －  1,199,436

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 42,182  5,747  24,183  72,113  (72,113)  －

計  1,106,830  136,111  28,607  1,271,549  (72,113)  1,199,436

営業利益（又は営業損失）  21,341  (1,721)  (3,581)  16,039  (102,065)  (86,026)

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

北米 その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高（千円）  109,342  128,692  238,035

Ⅱ．連結売上高（千円）              1,199,436

Ⅲ．連結売上高に占める

海外売上高の割合

（％） 

 9.1  10.7  19.8



[セグメント情報] 

（追加情報） 

  当第１四半期連結会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しています。 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象としているも

のです。 

 当社グループは、光産業技術の分野における基礎研究、開発研究、応用研究分野に欠かせない光学機器部

品・装置の生産、販売並びにこれら製品に係るサービスの提供をしており、社内業績管理単位である製品区

分別の事業部門及び子会社を基礎とし、製品の系列及び市場の類似している事業セグメントを集約した「要

素部品事業」と「システム製品事業」を報告セグメントとしております。 

 「要素部品事業」は、光応用製品の組み込み用として、又、製品化する以前の開発段階で、さらに遡れば

その原理を追求する基礎研究段階で使用される光学基本機器製品、自動応用製品、光学素子・薄膜製品を取

り扱っております。 

 「システム製品事業」は、要素部品の生産技術とレーザ光学分野での実績に培われた高品質なシステムと

して、研究・開発用、産業用の各方面に使用されるレーザシステム製品、バイオ関連製品、光学システム製

品を取り扱っております。 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  当第１四半期連結累計期間（自 平成22年６月１日 至 平成22年８月31日）  

 （単位：千円） 

（注）１．セグメント利益（又は損失）の「その他」の区分は、セグメント間取引消去△247千円、各報 

告セグメントに配分していない全社費用△91,660千円が含まれております。なお、全社費用 

は管理部門等に係る費用であります。 

   ２．セグメント利益（又は損失）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しておりま 

す。  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

  
要素部品 

事業 

システム製品

事業 
計 

売上高           

外部顧客への売上高   1,470,448   162,143   1,632,591   －   1,632,591

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
  －   247   247  (247)   －

計   1,470,448   162,390   1,632,838  (247)   1,632,591

セグメント利益（又は損失）   307,895  (50,121)   257,774  (91,908)   165,865

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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